
令和３年８月 福島県新型コロナウイルス感染症対策本部

新型コロナウイルスの

変異株が猛威を

ふるっています!!

期 間 ８月８日(日)～８月31日(火)
－自分自身と大切な人の命を守るために－

不要不急の外出は自粛
してください!

特に、感染対策が徹底されて

いない飲食店や営業時間短縮の

要請に応じていない飲食店の

利用を厳に控えてください。

屋外のレジャー

でも感染リスクが

あります。

医療機関に早めの相談・受診を
お願いします！！

気になる症状がある場合には、
かかりつけ医や近くの医療機関に

まずは電話でご相談ください。

かかりつけ医が
ない場合はこちら

受診・相談センター（２４時間対応）

０１２０－５６７－７４７

福島県まん延防止等重点措置・福島県非常事態宣言
発出中

帰省や旅行は原則

中止・延期
してください!!

夏休みはご自宅で。

いつも一緒にいる
人と。



第８６回福島県新型コロナウイルス感染症対策本部員会議

日 時 令和３年８月１２日（木）１６:３０ ～

場 所 県庁北庁舎２階 危機管理センター

災害対策本部会議室
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１ 議 事

（１）新型コロナウイルス感染者の状況等について

（２）新型コロナワクチンの接種状況について

（３）その他

２ 資 料

【資料１】福島県における新型コロナウイルス感染者の状況等について

【資料２】国内における最近の新規感染者発生状況について

【資料３】新型コロナウイルス感染症対策について

【資料４】新型コロナワクチンの接種状況について

【資料５】福島県非常事態宣言

【資料６】非常事態宣言発出中！医療崩壊を防ぐためのお願い

【資料７】今、最大の危機を乗り越えるために

【資料８】福島県まん延防止等重点措置等
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資料１

○療養者の状況

6,940人 入院者数 395人

162人 ） 　（うち重症者数　　　　　　 15人 )

宿泊療養施設入所者数 109人

（性別） 自宅療養者数 327人

3,831人 療養先調整中の人数 171人

3,109人 ○退院・退所者等数（死亡者含む） 5,938人

（年代別）

10歳未満 384人 【病床等の状況】

10代 614人 確保病床数 597床

20代 1,230人 　（うち重症者用病床数 49床 ）

30代 976人 病床使用率 66.2%

40代 1,058人 　（うち重症者用病床使用率 30.6% ）

50代 973人 宿泊療養確保室数 337室

60代 755人

70代 461人

80代 342人

90歳以上 140人

その他 7人

福島県における新型コロナウイルス感染者の状況等について

男性

女性

陽性者数

（うち死亡者数

令和3年8月11日現在

【感染者の状況】

○陽性者数と内訳
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令和3年8月11日現在
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R2.12.24 43 人

R3.1.9 46 人 R3.4.8 53 人

R3.4.22 54 人

R3.5.1 56 人

R3.5.6 70 人

R3.5.8 74 人

R3.5.11 95 人

R3.8.2 114 人

R3.8.11 230 人

6,940 
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6月 317人
７月 927人
８月 1,108人



令和3年8月11日現在
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66.2%

ステージⅢ：

確保病床使用率

20％以上

ステージⅣ：

確保病床使用率

50％以上
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病床（入院患者）使用率（％）



令和3年8月11日現在
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5/1

会津若松市

集中対策発出

5/7

福島県緊急

特別対策発出

5/11

いわき市

集中対策発出

5/14

90.6%

5/14

福島県非常

事態宣言発出

5/31 

福島県非常

事態宣言解除

6/7

会津若松市

集中対策終了

7/7

南相馬市

集中対策発出

7/24

郡山市

集中対策発出

7/28

福島市・いわき市

集中対策発出

8/2

国へまん延防止等

重点措置の適用に

係る要請

8/5

福島県非常事態宣言・

まん延防止等

重点措置等発出

66.2%

5/21～23

51.0%

30.6%

ステージⅢ：

確保病床使用率

20％以上

ステージⅣ：

確保病床使用率

50％以上
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病床使用率

重症者用病床使用率

（令和3年4月22日～ ）



令和3年8月11日現在
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5/1

会津若松市

集中対策発出

5/7

福島県緊急

特別対策発出

5/11

いわき市

集中対策発出

5/12・14

34.78人

5/14

福島県非常

事態宣言発出

5/31

福島県非常

事態宣言解除

6/7

会津若松市

集中対策終了

7/7

南相馬市

集中対策発出

7/24

郡山市

集中対策発出

7/28

福島市・いわき市

集中対策発出

8/2

国へまん延防止等

重点措置の適用に

係る要請

8/5

福島県非常事態宣言・

まん延防止等

重点措置等発出

54.28

ステージⅢ：

20人/10万人/週以上

ステージⅣ：

30人/10万人/週以上
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（令和3年4月22日～ ）



令和3年8月11日現在
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5/1

会津若松市

集中対策発出

5/7

福島県緊急

特別対策発出

5/11

いわき市

集中対策発出

5/12

25.30 人

5/14

福島県非常

事態宣言発出

5/31 

福島県非常

事態宣言解除

6/7

会津若松市

集中対策終了

7/7

南相馬市

集中対策発出

7/24

郡山市

集中対策発出

7/28

福島市・いわき市

集中対策発出

8/2

国へまん延防止等

重点措置の適用に

係る要請

8/5

福島県非常事態宣言・

まん延防止等

重点措置等発出

38.89 

ステージⅢ：

15人/10万人/週以上

ステージⅣ：

25人/10万人/週以上
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（令和3年4月22日～ ）



令和3年8月11日現在
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5/1

会津若松市

集中対策発出

5/7

福島県緊急

特別対策発出

5/11

いわき市

集中対策発出

5/14

福島県非常

事態宣言発出

5/31

福島県非常

事態宣言解除

6/7

会津若松市

集中対策終了

6/8

53.3%

7/7

南相馬市

集中対策発出

7/24

郡山市

集中対策発出

7/28

福島市・いわき市

集中対策発出

8/2

国へまん延防止等

重点措置の適用に

係る要請

8/5

福島県非常事態宣言・

まん延防止等

重点措置等発出

31.8%

ステージⅢ・Ⅳ:

経路不明者割合

50％以上
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60%

１週間当たりの感染経路不明者割合 （令和3年4月22日～ ）



○いわき市の感染状況

令和3年8月11日現在
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ステージⅢ:

15人/10万人/週以上

ステージⅣ:

25人/10万人/週以上

7/28

福島市・いわき市

集中対策発出

8/2

国へまん延防止等

重点措置の適用に

係る要請

8/5

福島県非常事態宣言・

まん延防止等

重点措置等発出

8/8

104.63
101.40 
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（令和3年６月１日～ ）
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令和3年8月11日現在

○いわき地区における病床使用率の推移

21.8%
22.7%

21.8%
19.1%

16.4%
17.3%

16.4%
13.6%

11.8%

15.5%
17.3%

16.4%

20.0%
22.7%

26.4%

28.2%

34.5%

44.5%

60.9%

64.5%
66.4%

79.1%

84.5%

91.8%91.8%

96.4%

100.9%

87.3%

82.7%

90.0%

96.4%

109.1%

100.0%

70.8%

ステージⅢ：

確保病床使用率

20％以上

ステージⅣ：

確保病床使用率

50％以上
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60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

いわき地区における病床使用率の推移

病床使用率

（令和3年７月９日～ ）
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(R3.8.5 ～R3.8.11)

（参考）

確保病床の
使用率

入院率
確保病床の

使用率
※１ ※２ ※３ ※４ ※５ ※４ ※６ ※２

395床 395人 15床 718件 228人 直近  718人

597床 1,002人 49床 11,312件 718人 先週  637人

20％以上 40％以下 20％以上 20人以上 15人以上

(100/496床以上) (入院者数/療養者数) (10/49床以上) （370人以上） （277人以上）

50％以上 25％以下 50％以上 30人以上 25人以上

（248/496床以上） (入院者数/療養者数) （25/49床以上） （554人以上） （462人以上）

※１ 　入院率とは、療養者数に対する入院者数の割合をいう（入院者数/療養者数）

※３ 　療養者数は、入院者、自宅・宿泊療養者及び療養先調整中の者を合わせた数をいう。

※４ 　人口については、国推計人口「都道府県，男女別人口及び人口性比－総人口，日本人人口(2019年10月1日現在)」により算定（1,846千人）。

※５ 　ＰＣＲ陽性率のうち、陽性者には抗原検査による判明者を含む。

※６ 　感染経路不明割合のうち、経路不明には調査中（県外感染疑いを含む）を含む。

※２ 　入院率の指標については、療養者数が人口10万人あたり10人以上の場合に適用する。
　また、新規陽性者数が、発生届が届け出られた翌日までに療養場所の種別が決定され、かつ入院が必要な者が同日までに入院している場合には、入院率を適用しない。

【参考（政府分科会指標）】
　　　　　　感染状況等に係るモニタリング指標

令和3年8月11日現在

医療提供体制等の負荷

①病床の逼迫具合

入院医療 重症者用病床
②療養者数

10万人当たり
／１週間

（区分）

+ 81名

③ＰＣＲ
　陽性率

④新規陽性者数
10万人当たり

／１週間

⑤感染経路
   不明割合
（１週間）

直近１週間と先
週１週間の比較

―

―

6.3% 38.89人 31.8%

718人

※カッコ内は福島県の数値

ステージⅢ

ステージⅣ

感染の状況

本県の現状
（直近1週間）

54.28人

1,002人
(8/5～8/11)

66.2% 39.4% 30.6%

5%以上

10%以上

50%以上

50%以上



県内における変異株（デルタ株）の確認状況

○直近一週間（8/2~8）のスクリーニング検査において、デルタ株の主要変異である

L452R変異が374件確認され、検査件数の約8割を占めています。

○ゲノム解析が終了しているものは、全てデルタ株であることが判明しています。

＜週ごとのL452R変異の検出状況（7/12～8/8）＞

※L452R変異の検出（スクリーニング検査）は、県衛生研究所、中核市保健所及び民間検査機関

において実施しております。
デルタ株：インドで最初に確認された変異株。従来よりも感染性や入院リスクが高くなる可能性がある。

L452R変異：デルタ株などがこの変異を有する。

県内の感染は、既に大部分がデルタ株へ置き換わっており、急速に拡大しています。

感染拡大を抑えるため、県民一人一人の感染防止対策、慎重な行動の徹底をお願い

します。

検査日 検査件数 L452R変異（検出率）

7/12～18 108 8（7.4％）

7/19～25 122 19（15.6％）

7/26～8/1 230 159（69.1％）

8/2～8 486 374（77.0％）

令和3年8月12日
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資料２

国内における最近の新規感染者発生状況について

緊急事態宣言

令和３年５月２３日～８月３１日 沖縄県

令和３年７月１２日～８月３１日 東京都

令和３年８月 ２日～８月３１日
埼玉県、千葉県、
神奈川県、大阪府

15

都道府県名

8/5～8/11の

新規感染者数

（直近1週間）

（参考）

7/12～8/11の

新規感染者数

順位 都道府県名

8/5～8/11の

10万人当たり

新規感染者数

（直近1週間）

東京都 27,885 77,343 1 沖縄県 250.31

神奈川県 12,983 31,743 2 東京都 200.31

埼玉県 8,820 21,751 3 神奈川県 141.15

大阪府 7,864 20,793 4 埼玉県 120.00
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資料３

新型コロナウイルス感染症対策について

1　基本方針に基づく対応状況（継続中の取組及び前回本部員会議以降に実施した取組の概要)

　　※　太枠：前回の本部員会議以降に実施した取組

（１）情報提供・共有　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 ・ 新聞の県政広報及びテレビ・ラジオによる県政番組やスポットＣＭ、県公式ツイッターなどにより、マスク着
用や手洗いなどの感染予防対策、「新しい生活様式」に関する広報等について発信

対策本部、総務部

2 ・ 県ホームページのトップページからのリンクに知事メッセージ及びコロナウイルス関連情報を掲載 対策本部、総務部

3 ・ 県内の検査結果状況等をホームページ上で毎日更新 対策本部、総務部

4 ・ 県内の感染発生の概要等についてホームページに記載 対策本部、総務部

5 ・ 陽性患者発生時等における臨時会見動画の配信、手話付き動画の作成配信 総務部

6 R2/6/1～ ・ 人が集まり混雑が見込まれる海岸に設置していた「立ち入り自粛」の看板を「３つの密を避けましょう」の看
板へ変更

土木部

7 R2/6/19～ ・ ピクトグラムにより「新しい生活様式」の実践例を示したポスター・チラシを作成・配布するとともに、事業者
等が実践ポスターを簡単に作成できる特設サイトを開設

対策本部、総務部

8 R2/7/20～ ・ 県のホームページに、各都道府県の感染症の発生状況が参照できるページを開設 対策本部、総務部

9 R2/9/3 ・ 新型コロナウイルス感染症拡大防止啓発動画「THE NEW NORMAL FUKUSHIMA～福島 己を知る～」の
完成発表

観光交流局

10 R2/9/30～ ・ 『新しい生活様式』福島県周知ポスター・チラシの無料配布を開始 対策本部、総務部

11 R2/11/6～ ・ 新型コロナウイルス感染症に関する検査体制や相談窓口等の情報を掲載した外国人住民向けの専用
ページを開設

対策本部、総務部

12 R2/12/1～ ・ やさしい日本語や英語による「新しい生活様式」や上記の電話相談窓口を記載したカードを作成し、外国
人を雇用する企業や留学生が在籍する学校、外国人コミュニティなどに配布。

生活環境部

13 R3/2/12 ・ 新型コロナワクチンに便乗した詐欺についての注意喚起を県ホームページに掲載。 生活環境部

14 R3/6/22 ・ 新型コロナウイルス感染症に関する支援制度ガイドブック（第１７版）を作成 対策本部

15 R3/7/1～ ・ 感染拡大地域との不要不急の往来自粛を促すため、県内８０箇所の道路情報板に下記の内容を表示。
 「感染拡大地域との往来は自粛を」を表示（R3/7/1～当面の間）

土木部

16 R3/7/22～ ・ 新聞、テレビ、ラジオ、インターネット等を活用し、「夏休み・お盆を安全に過ごす」ための広報を実施 対策本部、総務部

（２）サーベイランス・情報収集　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

17 ・ 感染症法に基づく患者発生状況の把握と積極的疫学調査の実施 対策本部、保健福祉部

※ 相談体制については、（４）の１）相談体制に記載

※ 検査体制については、（４）の３）検査体制に記載
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  １）感染拡大防止対策等

    ①全般的な取組

18 R2/6/17 ・ 接待を伴う飲食店等の関係団体が定めた感染拡大予防ガイドライン等を公表 対策本部、
危機管理部

19 R2/7/16 ・ 全国的又は大規模イベントの開催に伴う事前相談の受付を開始 対策本部

20 R2/9/11 ・ 「福島県飲食業等における新型コロナウイルス感染症対策に関するガイドライン」に基づく感染防止対策
が実施されている飲食店等に対してステッカーを配布することで、県民に対する正しい情報提供を図り、飲
食店等の自主的な感染防止対策の実施を推進する。

保健福祉部

21 R2/10/23 ・ 県外旅行ツアーでの感染事案発生を受け、県内旅行業者及び宿泊事業者に対し、「感染防止対策の徹
底について（依頼）」を発出し、観光庁事務連絡の周知と併せ、感染防止対策の徹底を働きかけた。

観光交流局

22 R2/11/19 ・ 県有施設における大規模イベント等の取扱いを公表 対策本部、
危機管理部

23 R2/11/20 ・ 市町村観光主管課、福島県観光物産交流協会、県内旅行業者、福島県旅行業協会に対し、「GoToトラベ
ルにおける感染防止対策の強化について（通知）」を発出し、本県における取扱いについて周知及び周
知依頼を実施した。（内容：バス車内での飲食禁止、飲食について現時点で人数制限なし）

観光交流局

24 R2/12/9 ・ 庁内各部局、各市町村等に対し、「飲食店などにおける業種別ガイドラインの周知及び遵守の徹底につい
て（通知）」を発出し、関係団体に対して業種別ガイドラインの改正内容の確認と遵守の徹底について周知
依頼を実施

対策本部

25 R2/12/11 ・ 新型コロナウイルス感染症の全国的な拡大や福島市内の飲食店のクラスター発生を踏まえ、県が実施し
ている「飲食店応援前払利用券」の参加店舗に対して、商工会連合会等を通じて感染拡大防止対策の徹
底を改めて通知した。

商工労働部

26 R2/12/14～ ・ 感染防止対策取組ステッカ－の配布施設に対する現地調査を先行して福島市内で実施。 保健福祉部

27 R3/2/15～ 高齢者施設・障がい者（児）施設において、感染防止対策の再確認とチェックリストに基づく自主点検を依
頼し、保健師等の訪問による助言指導を実施。

保健福祉部

28 R3/2/26～ ・ 福島市、郡山市、いわき市及び会津若松市の繁華街の飲食店を対象としたガイドラインの実施状況を確
認。

保健福祉部

29 R3/3/1 ・ 高齢者施設でのクラスター発生を踏まえ、職員一人一人がチェックリストに基づく自主点検を実施すること
や感染症発生時のシミュレーションを確認することなど改めて感染防止対策の徹底を依頼。

保健福祉部

30 R3/3/2 ・ 市町村向け新型コロナウイルス感染症に係る予防接種実施計画作成支援マニュアル（Ver1.0）を市町村・
関係団体へ配布

対策本部

31 R3/3/3 ・ 医療機関でのクラスター発生を踏まえ、医療機関に対して、院内感染対策の徹底を依頼。 保健福祉部

32 R3/4/8 ・ 感染防止対策取組ステッカー配布済飲食店を調査し、適切な感染防止対策を確認した店舗に認定ステッ
カーを交付する「ふくしま感染防止対策認定店」制度を開始

保健福祉部

33 R3/5/10～ ・ 感染拡大地域における入所系の高齢者施設等の従事者に対するPCR検査を実施。 対策本部

34 R3/6/1～ ・ 夜間の営業時間を短縮した飲食店等に対する、会津若松市時短協力金（要請期間5月3日～5月31日）、
いわき市時短協力金（要請期間5月13日～5月31日）、全県版時短協力金（要請期間5月15日～5月31日）
の申請受付開始（令和3年7月30日まで）

商工労働部

35 R3/6/1～ ・ 売上げの減少した中小事業者に対する一時金（本県版一時金第2弾）の申請受付開始（令和３年7月30日
まで）

商工労働部

36 R3/6/11～ ・ 夜間の営業時間を短縮した飲食店等に対する、会津若松市時短協力金第２弾（要請期間6月1日～6月7
日）の申請受付開始（令和3年8月13日まで）

商工労働部
17



37 R3/8/2 ・ 国（新型コロナウイルス対策本部長）へまん延防止等重点措置の適用に係る要請 対策本部

38 R3/8/5 ・ 「福島県新型コロナウイルス感染症非常事態宣言」(期間:8月8日～8月31日）
【要請内容】
　①飲食店への営業時間短縮の要請
　②県民への不要不急の外出自粛、県境をまたぐ不要不急の往来の自粛

対策本部

39 R3/8/5 ・ 福島県に対するまん延防止等重点措置の適用が決定
 【期間】8/8～8/31
 【重点区域】いわき市
 【その他区域】いわき市以外の市町村
 【要請内容：いわき市】
　●市民に対する協力要請
　　・夜8時以降の飲食店等利用の禁止
　●飲食店等に対する協力要請
　　・午後8時から午前5時までの時間帯の営業の自粛（酒類の提供自粛）
　●飲食店以外の（延床面積1,000㎡超の施設）事業者に対する協力要請
　　・夜8時以降の夜間営業時間の短縮
 【要請内容：全県】
　●イベント等を開催する事業者への協力要請
　　・人数上限：収容定員の100％と5,000人のいずれか少ない人数
　　・開催時間：午後9時まで

対策本部

40 R3/8/5 ・ 福島県新型コロナウイルス感染拡大防止対策を改定 対策本部

41 R3/8/8～
R3/8/31

・ 「福島県新型コロナウイルス感染症非常事態宣言」を踏まえた県立学校の感染リスクの高い学習活動や宿
泊を伴う学校行事の停止等
※ いわき市における「まん延防止等重点措置」の実施を踏まえ、いわき市内の県立学校についてはこれ
らの対策に加え、部活動を行う場合には個人や少人数での短時間の活動とする等、更なる感染リスクの低
減を図る。
※　市町村立小中学校にも同様の対応を依頼

教育庁

42

　ⅰ）医療機関に対する主な医療資材の配付状況
・ マスク　　　　　　　　 累計　5,213,327枚
・ フェイスシールド　　累計　　750,612枚
・ 医療用ガウン　　　　累計　1,945,357枚

　ⅱ）福祉施設に対するマスク・消毒液の配付状況
・ 保護施設

（マスク）累計　　88,500枚　　（消毒液）累計 129リットル
・ 高齢者施設等

（マスク）累計 1,109,822枚　　（消毒液）累計 5,555リットル
・ 障がい者支援施設

（マスク）累計　 556,850枚　　（消毒液）累計 12,208リットル
・ こども園・保育所等

（マスク）累計　 145,700枚　　（消毒液）累計 4,218リットル
・ 児童養護施設等

（マスク）累計　 598,100枚　　（消毒液）累計 8,490リットル

    ②医療機関等へのマスク・消毒液等の配付（令和３年８月１１日現在） 対策本部、保健
福祉部、こども未
来局
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  １）相談体制
43 R2/2/18 ・ 新型コロナウイルスに関する心のケアについての、精神保健福祉センターにて相談を受ける体制を整備 対策本部、

保健福祉部

44 ・ 外国人住民が帰国者接触者相談センター等に相談する際、３者同時通話（電話）による通訳支援を実施
（英語中国語タガログ語ポルトガル語韓国語ベトナム語に対応）

対策本部、
保健福祉部

45 R2/5/25 ・ 新型コロナウイルス感染症相談専用ダイヤル（コールセンター）等の回線数を増設。
・　相談専用ダイヤル（コールセンター）：5回線
・　帰国者・接触者相談センター
　　　：15回線　※21:00～8:30は4回線

対策本部、
保健福祉部

46 R2/11/1～ ・ 「帰国者・接触者相談センター」を、インフルエンザ流行に備えた体制整備のため、「受診・相談センター」
に名称変更

対策本部、
保健福祉部

47 R2/12/1～ ・ 外国人住民からの相談等に応じる相談支援員として保健師を配置。企業や学校、外国人コミュニティを訪
問し、新型コロナウイルス感染症についての情報提供や「新しい生活様式」の啓発等を行うほか、新型コロ
ナウイルス感染症の不安解消や生活面での助言を行う。

生活環境部

48 R3/1/18～ ・ 19言語対応の外国人住民向け電話相談窓口をLINE通話でも活用できるように拡充・整備。 生活環境部

49 R3/4/28～ ・ 受診・相談センターへの電話、通訳支援を行うほか、相談支援員（保健師）が相談対応や助言を実施する
外国人住民向け電話相談窓口について、ヒンディー語を加えた２０言語対応に拡充。（保健師の助言等は
平日9：00～17：00）

生活環境部

  ２）外来医療提供体制

50 R3/1/13～ ・ 県内の地域外来の設置数２３（うち県委託１７） 対策本部

51 R3/2/24～ ・ 県内の帰国者・接触者外来の設置数４８ 対策本部

52 R3/7/21～ ・ 発熱患者等の診療または検査を行う「診療・検査医療機関」として、５１５機関を指定 対策本部

  ３）検査体制

53 R2/9/1～ ・ 妊婦に対するPCR検査への助成開始 こども未来局

54 R3/4/23～ ・ 県内の一日あたりのＰＣＲ検査能力は通常時で６,０００検体 対策本部、
保健福祉部

55 R3/7/2１～ ・ 新型コロナウイルス感染症の検査を実施する一般の診療所等と県等が、県医師会を代理人と
して９月８日に締結した、保険診療の患者負担金に係る集合契約施設、及びこれまでに個別
に契約した医療機関が５６９となった

保健福祉部

  ４）病床等確保と入院患者受入体制

56 R2/4/1～ ・ 県立医大医師を患者搬送コーディネーターに委嘱。新型コロナウイルス感染者の病院への移送、受入に
ついて、対策本部と協力して調整を実施

対策本部、
保健福祉部

57 R2/4/7～ ・ 対策本部内にＤＭＡＴ班を設け、新型コロナウイルス感染者受け入れ施設の調整や受け入れ施設におけ
る医療従事者向けの対応マニュアル作成などを実施

対策本部、
保健福祉部

58 R2/5/26 ・ 医療機関における感染症拡大防止のため、感染症管理認定看護師等を派遣する感染症拡大防止専門
家派遣事業を運用開始

対策本部、
保健福祉部

59 R2/8/27 ・ 病床確保計画に基づく病床等を確保
　入院患者：最大病床数４６９床（計画上３５０床）
　宿泊療養者：最大室数１６０室（計画上１６０室）

対策本部、
保健福祉部
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60 R3/6/5 ・ 郡山市内の軽症者等宿泊療養施設について、新たなホテルを確保し、60室から１３３室に拡大
※既存の東横INN福島駅西口（６０室）、いわきプリンスホテル（60室）、会津若松市内のホテル（２４室）と合
わせて２０４室から２７７室に拡大

対策本部、
保健福祉部

61 R3/8/11 ・
・

県内の感染拡大状況を踏まえ、確保病床及び即応病床を４９６から５９７に拡大
県内の感染拡大状況を踏まえ、宿泊療養施設を２７７室から３３７室に拡大

対策本部、
保健福祉部

  ５）患者受入・移送体制

62 R2/6/11 ・ 新型コロナウイルス感染患者の移送に関して、今後の感染拡大を想定し、全県統一して広域的・安定的な
移送体制を確保するため、県内の全９保健所と全１２消防機関とが包括的な協定を締結

対策本部、
保健福祉部

  ６）医療人材の確保

63 R2/5/26 ・ ［再掲］医療機関における感染症拡大防止のため、感染症管理認定看護師等を派遣する感染症拡大防
止専門家派遣事業を運用開始

対策本部、
保健福祉部

  ７）診療情報の共有

64 R2/4/30 ・ 「キビタンケアネット」による新型コロナウイルス感染患者の入退院状況等の共有を開始 対策本部、
保健福祉部

65 R2/5/14 ・ 「キビタン健康ネット」による新型コロナウイルス感染患者の診療情報共有（特例包括対応）の運用を開始 対策本部、
保健福祉部

（５）経済・産業・雇用対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    ①企業への経営支援等

66 R2/3/5 ・ 県中小企業制度資金「新型コロナウイルス対策特別資金」を創設し、資金繰り支援を強化 商工労働部

67 R2/7/9～ ・ 活力ある商店街支援事業（新型コロナウイルス対応）を実施
（新型コロナウイルス感染症の影響により、新たな店舗が必要になったり、新しい生活様式に対応するため
の店舗拡大などに商店街の空き店舗を活用した場合にその取組に係る賃借料の一部を補助）

商工労働部

68 R3/3/8 ・ 新型コロナウイルス感染症の影響により大幅に売上げが落ち込んでいる飲食店の事業継続を支援する飲
食店応援前払利用券発行支援事業を実施（販売期間、利用期限等を令和３年６月まで延長）

商工労働部

69 R3/3/24 ・ 新型コロナウイルス感染症対策特別資金（有利子型）の取扱期間の延長（令和３年６月３０日保証申込受
付、令和３年７月３１日融資実行分まで）

商工労働部

70 R3/6/7 ・ 県内中小企業がサプライチェーンの毀損等により、生産拠点を県内に確保したり、部品を自社製品に切り
替え等する場合の設備導入経費を支援する「新型コロナウイルス対策サプライチェーン強化支援事業」の
今年度公募を開始。（令和３年７月３０日まで）

商工労働部

    ②世帯への貸付制度等

71 R2/3/25 ・ 新型コロナウイルス感染症発生の影響による休業や失業等により、一時的に収入が減少した世帯を対象
に、生活福祉資金貸付制度の福祉資金（緊急小口資金）及び総合支援資金（生活支援費）について特例
貸付の受付を開始

保健福祉部

72 R2/4/20～ ・ 生活困窮者自立支援法に基づく住居確保給付金について、支給対象を拡充し、住居を失うおそれが生じ
ている方への支援を拡大

保健福祉部

    ③相談体制

73 R2/1/29 ・ 商工団体などの関係機関が開設した相談窓口における事業者の経営相談に連携協力。（県内各商工会
議所、商工会連合会、中小企業団体中央会、よろず支援拠点、日本政策金融公庫、商工中金、信用保証
協会が窓口を設置。）

商工労働部
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74 常設 ・ 福島県中小企業労働相談所（雇用労政課内）にて、雇用関係の各種相談に対応 商工労働部

75 R2/3/3 ・ 県との災害対策協定に基づき、社会保険労務士会内に電話相談ホットラインを開設 商工労働部

76 R2/2/14～ ・ 福島労働局が開設した特別労働相談室と連携 商工労働部

77 常設 ・ 東京及び県内8カ所に設置する県就職相談窓口において、学生及び求職者の活動を支援 商工労働部

    ④農林漁業者への対応等

78 R2/4/21 ・ 新型コロナウイルス感染症対策に関する農林水産分野の県相談窓口を本庁及び出先機関に設置 農林水産部

79 R2/4/21 ・ 「新型コロナウイルス感染症対策に関する農林水産分野支援等情報」を県ホームページで定期的に更新 農林水産部

80 R3/4/1～ ・ 新型コロナウイルス感染症の影響で、中食・外食向け米の販売量が減少し、前年に比べ民間の米の在庫
量が増加することに伴い、令和2年産米に続き、令和3年産米の価格下落が懸念されていることから、令和
3年産の主食用米を飼料用米等の非主食用米への作付の転換を推進する。

農林水産部

（６）その他重要な留意事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  １）人権等への配慮

81 常設 ・ 児童生徒に対するスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーによるカウンセリング等や「ふくしま２
４時間子どもＳＯＳ」や「ふくしま子どもＬＩＮＥ相談」等の相談窓口を活用

教育庁

82 R2/4/17～ ・ 陽性患者やその関係者に加え、医療従事者などへの差別や偏見をしないよう呼びかけ 対策本部

83 R2/9/9 ・ 新型コロナウイルス感染症に関する誹謗中傷等被害の電話相談窓口を設置 対策本部

84 R2/10/7 ・ インターネット、新聞、テレビ、ラジオ等各種メディアを活用し、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う誹
謗中傷を防止するための啓発事業を実施。

生活環境部

85 R3/7/21 ・ 新型コロナウイルス感染症対策本部員会議におけるシトラスリボンの着用 対策本部

  ２）緊急事態宣言後の取組み

86 R3/8/5 ・ [再掲]福島県新型コロナウイルス感染拡大防止対策を改定 対策本部

  ３）社会機能の維持と県民生活・県民経済の安定

87 R3/8/5 ・ [再掲]福島県新型コロナウイルス感染拡大防止対策を改定 対策本部
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２ 各部局の取組
(継続中の取組及び前回本部員会議以降に実施した取組の概要)
※ 太枠：前回本部員会議以降に実施した取組

◆ 総務部
○ 新型コロナウイルス感染防止に向けたリスク対応として、福島県非常事態宣言の発令及びいわき市における「まん延
防止等重点措置」の実施を踏まえ、以下の内容を各所属に通知(R3/8/6)
・不要不急の移動自粛
・在宅勤務等の積極的な活用
・職員の健康管理の徹底と服務の取扱い
・職務外での感染防止

○ 新型コロナウイルス感染防止に向けたワクチン接種に伴う職員の服務の取扱い（接種を受ける場合、副反応が生じた
場合）について各所属に通知。（R3/5/31）

◆ 企画調整部
○ 「都道府県・指定都市と総務省とのホットライン」（都道府県・指定都市と総務省との間で情報共有を図る仕組
み）に、県の現状・対策、具体的な課題、政府への要望事項を報告

◆ 保健福祉部
○ 高齢者等施設等で働く介護職員が感染し、出勤が困難となった際のサービス提供継続に資するため、「高齢者等施
設等への応援職員派遣支援事業」を立ち上げ、県老人福祉施設協議会へ委託

◆ 観光交流局
○ 福島空港利用者がサーモグラフィで自己検温できる体制を整備（出発、到着とも対応可）
〇 浄土平レストハウス、天鏡閣、福島県観光物産館、日本橋ふくしま館、くろがね小屋利用者がサーモグラフィで自
己検温できる体制を整備

〇 観光庁の補助制度を活用した、宿泊事業者が実施する感染拡大防止対策等の取組への補助制度「宿泊事業者感染防
止対策等緊急支援事業」の立ち上げ（R3/5/21令和３年度第５号補正専決処分）

◆ 土木部
（１）県有施設関係
○ 相馬港及び小名浜港において、緊急事態宣言解除に伴い、釣り施設の利用自粛及び緑地内の公園にある遊具の利用
を禁止するための看板を「３つの密を避けましょう」の掲示に変更（R2/5/22～）
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（２）その他
○ 福島空港に就航する国内定期及びチャーター便の航空機使用者を対象に、令和2年度及び令和3年度分に係る空港使
用料の全額減免を行うこととした。（令和2年9月議会福島空港条例改正）

○ 県営住宅入居者のうち、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、転職、退職等により、収入が著しく減少した入居
者又は現状の家賃が支払うことが困難であると認められる入居者の家賃を減免・徴収猶予

○ 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、解雇等により住居から退去を余儀なくされた方に、県営住宅の空き住戸を
一時提供
使用期間：原則6ヶ月
使用料 ：一時提供する住戸で定められた最低家賃の1/2の額

○ 発注者支援業務等で県出先事務所に常駐している担当者のテレワーク活用を可能にし、関係団体に情報提供した。
（R2/12/23）

◆ 出納局
○ 物品購入(修繕)競争入札参加資格の申請方法について、申請書を持参する取扱のところをすべての事業者に対して
郵送を可とした(R2/4/6～)

◆ 教育庁
○ 県立学校や県立図書館、美術館などの社会教育施設等における感染拡大防止の取組の徹底

◆ 企業局
〇 工業用水道施設における感染防止対策の取組徹底（消毒液の設置、来庁者のマスク着用の徹底、関係者以外の立入
制限など）

〇 工業用水道料金の支払いについて、支払いに支障が生じている使用者の申請に基づき、令和2年4月分から最長3カ
月間猶予

◆ 病院局
（１）県立病院
○ 感染が疑われる患者が来院した場合には、入り口や動線を区分し、他の患者等との接触を防止
○ 職員や面会者を介した院内感染防止対策の強化
・職 員：勤務前に検温を実施（R2/3/6～）
・面会者：入院患者への面会の禁止・制限（R2/3/9～）

○ 院内感染対策委員会を随時開催し、最新情報に基づく適切な院内感染対策を実施
○ 各病院におけるマスク等の在庫状況を病院局で定期的に確認し、不足する病院があれば、病院間
で在庫を調整（R2/3/11～）

○ 各県立病院における外来患者来院時の感染拡大防止策の見直しを実施（R2/4/17～）
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◆ 議会事務局
○ 議員の登庁前検温等の体調チェックの実施、発熱・咳等の風邪症状がある場合の登庁自粛及び登庁時のマスク着用
の徹底（R2/4/16～）

◆ 警察本部
（１）県民向け対策
○ 警察施設における感染防止対策（消毒液の設置、ドアノブ等のアルコール除菌清掃、ビニールカーテン等仕切り導
入等）

○ 運転免許更新手続きの延長措置
○ 繁華街におけるパトロールの強化
○ 来庁時の感染防止、新型コロナウイルス感染症に便乗した関連犯罪被害防止の広報（県警ホームページ、新聞、テ
レビを通じた広報を実施）

（２）勤務体制
○ サテライトオフィスの運用（執務室の分散による感染拡大防止対策）

◆ 知事部局、教育庁、企業局、病院局、議会事務局、人事委員会事務局、県警察、監査委員事務局、労働委員会事務局
〇 在宅勤務、時差出勤、職員の体温測定等の実施
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新型コロナワクチンの接種状況について（8月11日現在）

１　接種実績【累計】　（令和3年8月10日まで） （単位：回）

全体 うち高齢者 うち高齢者

約171万人
（12歳以上）

約58万人 【７月末時点】

1,593,402 993,516 962,783

うち１回目接種 889,580 515,704 510,981

接種率 52.0% 88.9% 88.1%

うち２回目接種 703,822 477,812 451,802

接種率 41.2% 82.4% 77.9%

注１：

注２：

注３：

２　最近の国の動き

３　県の対応

想定される対象者数

接種回数

 ｢全体｣は、「医療従事者」「高齢者施設従事者」のワクチン接種円滑化システム （V-SYS）（17時時点）

の情報を集計したものと、ワクチン接種記録システム(VRS)の情報を集計したものを合算したもの。

｢うち高齢者｣は、ワクチン接種記録システム(VRS)の情報を集計したもの。

「想定される対象者数」の「うち高齢者」の約58万人には「医療従事者」「高齢者施設従事者」を含むが、　　　

｢うち高齢者｣の接種回数には「医療従事者」「高齢者施設従事者」を含まない。

国の公表がワクチン接種者「全体」及び「うち高齢者」のみとなったため、国に準じた区分に切り替えた。

・国は、３日付けの事務連絡で、アストラゼネカワクチン接種センターを、各都道府県に１カ

所程度設置するよう依頼した。

・国は、５日、第１３クールから第１５クールまでのワクチン配分量を各都道府県に示した。

・アストラゼネカワクチン接種センターについては、設置場所や医療従事者の確保も含め、検

討していく。

・７月２１日の河野大臣への要望に続いて、８月１日にも全国知事会において、ワクチン配分

計画の早期提示と必要量の早期配分を求めた。

・１０月１０日までの３クール分の配分量が示されたことから、今後、市町村における接種率

や必要量を精査し、必要に応じて追加配分を要請していく。

資料４
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まん延防止等
重点措置区域

いわき市

いわき市以外の

県全域
県独自対策

福島県に「まん延防止等重点措置」適用
期間：令和３年８月８日～３１日

資料５
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資料★

急激な感染拡大に伴い、確保病床が満床に近づくとともに、入院治療
が必要な方がすぐに入院できない状況となってきています。

一般の医療では、緊急性が低いと判断された手術の延期や外来診療の
縮小などの影響が出てきており、

救命救急活動にも支障が出ています。

令和３年８月１２日 福島県新型コロナウイルス感染症対策本部

非常事態宣言発出中！医療崩壊を防ぐためのお願い

〇 急速に感染力の強い変異株へ置き換わり

（デルタ株の主要変異（L452R）が約８割）

変異株とクラスターに注意

接待を伴う飲食店等

学校や児童施設等

部活動や合同練習、
子供会等

医療機関等

【最近のクラスター発生案件】

御自身と大切な方の命を守るため、お一人お一人が感染防止対
策、慎重な行動の徹底をお願いします。

⇒ 感染防止対策の徹底

場面や場所の切り替わり時には特に注意を！

〇 様々な場面でクラスターが発生

資料６
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御家族や

今、最大の危機を乗り越えるために

1

2

３

資料７

旅行・帰省等は、
原則、中止・延期してください。

ワクチン接種後も、｢うつさない｣
｢うつらない｣行動をお願いします。
● ワクチン接種後でも、感染し発症の可能性はあります。

マスク着用など、感染対策を徹底しましょう。

● 人流の抑制に御協力をお願いします。

会話するときは、
マスクの着用と距離の確保をお願いします。

飲食は、
家族など、いつも一緒にいる人としてください。

● 熱中症予防と感染防止対策の両立をお願いします。
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福島県まん延防止等重点措置等

令和３年８月５日
福島県コロナウイルス感染症対策本部

県内の急激な感染拡大により、病床使用率の上昇等、医療提供体制のひっ迫
が深刻となっています。これ以上の感染拡大を防止するため、新型インフルエン
ザ等対策特別措置法（以下、「特措法」と言う。）に基づき、以下の重点的な対策を
行いますので、県民の皆様、事業者等の皆様のご協力をお願いします。

まん延防止等重点措置
重点措置以外の区域における

対応（県の独自対策）

区 域 いわき市【重点区域】 その他の地域

期 間
令和３年８月８日（日）

～８月３１日（火）
令和３年８月８日（日）

～８月３１日（火）

適 用
特措法第31条の６

第１，２項、
第24条第９項

特措法第24条第９項

資料８
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内 容

いわき市
（重点区域）

・

その他の
地域

県民の皆様へのお願い

〇基本的な感染対策を徹底してください。

〇感染リスクの高い行動は控えてください。
・不要不急の外出は自粛してください。

・外出する必要がある場合でも、極力家族や普段行動をともにしている仲間と少人

数で、混雑している場所や時間帯を避けて行動してください。

・感染対策が徹底されていない飲食店等や営業時間短縮の要請に応じていない飲

食店等の利用は控えてください。

・都道府県をまたぐ旅行・帰省等は、原則、中止・延期してください｡

・路上や公園等での屋外での集団の飲食・飲酒は控えてください。

・３つの密を徹底的に避けてください。

・「人と人との距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗いやアルコール消毒等による手

指消毒」、「こまめな換気」などの基本的な感染対策を徹底してください。

・会食等は、感染防止対策を徹底し、少人数、短時間、いつも一緒にいる人と行って

ください。

〇夜８時以降、飲食店等にみだりに出入りしないでくだ
さい。【いわき市】

（特措法第２４条第９項に基づく要請）

（特措法第２４条第９項に基づく要請）

（特措法第３１条の６第２項に基づく要請）
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内 容

いわき
市

その他
の地域

全地域

飲食店等の皆様へのお願い

〇営業時間を短縮(営業時間は午前５時から午後８時まで)してください。

【対 象】 食品衛生法に定める飲食店営業許可を受けた店舗

【営業時間の短縮に応じていただいた場合】 協力金を支給 (1日当たり３万円～(売上高に応じて））

■相談窓口 いわき地区協力金コールセンター 電話０２４－５２１－８５６２（受付時間９時～１７時）

〇酒類の提供の自粛（終日）をしてください。

〇カラオケ設備の利用の自粛（終日）をしてください。※飲食を主な業としている店舗

〇店舗や施設の感染防止対策を徹底してください。（業種別ガイドラインの遵守）

・従業員に対する検査を受けることの勧奨 ・入場者の感染防止のための整理及び誘導 ・発熱その他の症状のある者の入場の禁止

・手指の消毒設備の設置 ・事業所の消毒 ・入場者に対するマスクの着用その他の感染の防止に関する措置の周知

・正当な理由なくマスクの着用等の感染防止措置を講じない者の入場の禁止（退場も含む）

・施設の換気を行う ・アクリル板等の設置又は１ｍ以上の距離の確保

♦業種別ガイドラインを遵守する（法第24条第９項）
（特措法第31
条の6第１項、
第２４条第９
項に基づく要
請）

（特措法第
２４条第９
項に基づく
要請）

〇営業時間の短縮(営業時間は午前５時から午後８時まで)をしてください。
（酒類の提供は、午前11時～午後７時）

【対 象】 食品衛生法に定める飲食店営業許可を受けた店舗のうち以下の店舗

・接待を伴う飲食店 ・酒類を提供する飲食店
【営業時間の短縮に応じていただいた場合】 協力金を支給 (1日当たり2.5万円～(売上高に応じて））

■相談窓口 協力金コールセンター 電話０２４－５２１－８５７５（受付時間９時30分～１７時30分）

〇特措法施行令第５条の５各号に規定される感染対策を実施してください。

上記以外で本措置により影響を受けた中小法人等に一時金を支給します。
■相談窓口 一時金コールセンター 電話０２４－５２１－８５７２（受付時間９時３０分～１７時３０分）

◇まん延防止等重点措置の影響緩和に係る月次支援金については https://ichijishienkin.go.jp/
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内 容

いわき市

飲食店以外の(延床面積1,000㎡超の施設）
事業者の皆様へのお願い

〇営業時間を短縮（午後８時まで）してください。
（イベント開催の場合は午後９時まで）

〇店舗や施設の感染防止対策を徹底してください。

【対象】 詳細は次ページのとおり

【営業時間の短縮に応じていただいた場合】

協力金を支給 (１，０００㎡当たり２０万円×時短割合（１日当たり））

※協力金の対象となるのは、次ページの特定大規模施設です。

・入店時や施設内における適切な距離の確保など、利用者の整理・誘導を行ってくだ
さい。

・発熱している方や理由なく感染対策を行わない方の利用を避けてください。

・適切な座席間隔の確保など、店舗内の感染防止策を徹底してください。

・従業員や利用者の手指消毒やマスク着用の徹底を促してください。

・店舗内の消毒や換気を徹底してください。

・そのほか、業種別ガイドラインに基づき感染防止対策を徹底してください。

（延床面積1,000㎡超 特措法第２４条第９項に基づく要請）

（1,000㎡以下の施設につきましても、感染防止対策の徹底等にご協力ください）

（特措法第２４条第９
項に基づく要請）
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（協力要請の対象施設）
特定大規模施設（１，０００㎡超の施設）

施設の種類 施設例

映画館等 映画館、プラネタリウム

商業施設 ショッピングセンター、ホームセンター等【生活必需物資売場を除く】

遊技場 パチンコ店、ゲームセンター等

屋内運動施設 スポーツクラブ、ボーリング場等

サービス業 ネイルサロン・スーパー銭湯等【生活必需サービスを除く】

飲食店向け時短協力金の対象と
なる店舗を除く遊興施設

個室ビデオ店、カラオケボックス等

イベント関連施設（１，０００㎡超の施設）

施設の種類 施設例

劇場等 劇場、観覧場、演芸場等

集会・展示施設 集会場、展示場、貸会議室

ホテル等 ホテル等（集会の用に供する部分に限る）

屋外運動施設 野球場、ゴルフ場、屋外テニス場、ゴルフ練習場等

遊技場 テーマパーク、遊園地

博物館等 美術館、水族館、記念館等

【重点措置区域内の県有施設について】営業時間短縮の要請の対象となる施設は、原則休業の方針とします。33



イベント等を開催する事業者の皆様へのお願い

〇イベント等の開催に当たっては、業種別ガイドラインを遵守し、 感染防止対
策を徹底してください。

〇広域な移動を伴うイベント、または参加者が1,000人を超えるイベントを開
催する場合は、県に事前に相談してください。

・発熱している方や正当な理由なく感染対策を行わない方の入場を避けてください。

・参加者間の適切な間隔の確保、スタッフや参加者の手指消毒やマスク着用の徹底、会場内の消
毒や換気など、感染防止対策を徹底してください。

・そのほか、業種別ガイドラインに基づき感染防止対策を徹底してください。

〇以下の要件に従った開催にご協力ください。

人数上限 開催時間

大声での歓声・声援がないことを前提に
開催するもの
〇クラシック音楽コンサート、演劇等、舞踊、伝
統芸能、芸能・演芸、講演・式典、展示会等
〇飲食を伴わないもの

大声での歓声・声援等が想定されるも
の
〇ロック・ポップコンサート、スポーツイベント、
公営競技、公演、ライブハウス・ナイトクラブ等
でのイベント等

午後９時まで
（全地域）

収容定員の100%と5,000人のいずれ
か少ない方を上限

収容定員の50%と5,000人のいずれ
か少ない方を上限

（特措法第24条第9項に基づく要請）

■ 電話０２４－５２１－８６４４(受付時間9時～17時)
■ 福島県新型コロナウイルス感染症対策本部 イベント相談窓口
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全ての事業者の皆様へのお願い

〇職場内の感染防止対策を徹底してください。

・従業員等の手指消毒やマスク着用の徹底、職場内の消毒や換気など、職場内の感染
防止対策を徹底してください。

・従業員等の出勤時の健康チェックを徹底してください。

・休憩中や休憩室・更衣室の利用時、電話時、昼食中などで居場所の切り替わりに注
意してください。

・そのほか、業種別ガイドラインに基づき感染防止対策を徹底してください。

〇ローテーション勤務や時差出勤、テレワーク、オンライン会議等
を活用し、人と人との接触機会の低減にご協力ください。
※できる限り、「出勤者数の7割削減」に努めていただくようお願いします。

〇出張や会議等を減らすなど、できる限り、外出機会の低減にご
協力ください。

（特措法第24条第9項に基づく要請）
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大学・専門学校等の皆様へのお願い

感染リスクの高い活動を控えるよう、学生への注意喚起を徹底し
てください。

感染防止対策に見落としがないか、改めて確認してください。

（感染リスクの高い活動の例）

〇感染防止対策が徹底できないサークル活動

〇大人数での懇親会 など

小・中・高等学校の皆様へのお願い

感染リスクの高い学習活動（部活動での実施を含む）や宿泊を伴う
学校行事等の停止、他校との合同練習や練習試合の停止など、感
染防止対策を徹底してください。

医療機関、高齢者、障がい(児)者施設の皆様へのお願い

（特措法第24条第9項に基づく要請）
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